
資金名 融資対象者 
資金 
使途 

融 資 限 度 額 
融資期間 

（据置期間） 
融資利率 償還方法 利子補給 保証人等 

運 転 資 金 
仕入れ又は手形若しくは買掛金の決済等に要する資金を

必要とする者 

運転 

資金 

１中小企業者 

１,０００万円以内 

５年以内 

（据置期間 

６ヶ月以内） 

３年以内 年２．５％ 

割賦償還 年１．５％ 

連帯保証人又は担

保不要 

ただし、法人の場合

は代表者が連帯保

証人(※) 

 

千葉県信用保証協

会の保証が必要 

 

 

(※)…千葉県信用保

証協会の定め

るところによ

り、連帯保証

人が不要の場

合がありま

す。 

３年超～５年以内 年２．７％ 

設 備 資 金 

（自動車購入の場合、

原則 乗用車は不可） 

下段（注）３参照 

生産若しくは販売に必要な機械又は器具に要する資金及

び店舗、工場、営業所等の移転又は新築、増築若しくは

改築（購入・着工前のもの）に要する資金を必要とする

者 

設備 

資金 

１中小企業者 

２,０００万円以内 

１０年以内 

（据置期間 

１２ヶ月以内） 

３年以内 年２．５％ 

３年超～５年以内 年２．７％ 

５年超～７年以内 年３．０％ 

７年超～１０年以内 年３．１％ 

小規模事業資金 
小規模企業者であること（常時使用する従業員数が 
２０人（商業・サービス業の場合は５人）以下） 

運転 

資金 
１小規模企業者 

運転資金、設備資金 

併せて 

１,０００万円以内 

５年以内 

（据置期間 

６ヶ月以内） 

３年以内 年２．５％ 

３年超～５年以内 年２．７％ 

設備 

資金 

７年以内 

（据置期間 

１２ヶ月以内） 

３年以内 年２．５％ 

３年超～５年以内 年２．７％ 

５年超～７年以内 年３．０％ 

独立開業資金 

同一企業に継続して３年以上又は同一業種の企業に５年

以上の勤務実績がある者で、退職後１年以内に独立して、

同一の業種に属する事業を市内で開始する者 

 

市内に１年以上居住していること（法人の場合は、代表

者が市内に１年以上居住していること） 

運転 

資金 
１中小企業者 

運転資金、設備資金 

併せて 

１,０００万円以内 

５年以内 

（据置期間 

６ヶ月以内） 

３年以内 年２．５％ 

３年超～５年以内 年２．７％ 

設備 

資金 

７年以内 

（据置期間 

１２ヶ月以内） 

３年以内 年２．５％ 

３年超～５年以内 年２．７％ 

５年超～７年以内 年３．０％ 

創業支援資金 

１ 次の(1)から(6)の創業者に該当すること 

(1) 事業を営んでいない個人で、１月以内に新たに事業

を開始する具体的な計画を有する者 

(2) 事業を営んでいない個人で、２月以内に新たに会社

を設立して事業を開始する具体的な計画を有する者 

(3) 中小企業の会社で、事業を継続しつつ、新たに会社

を設立し、事業を開始する具体的な計画を有する者 

(4) 事業を営んでいない個人で、事業開始後５年未満の者 

(5)事業を営んでいない個人により開設された会社で、設

立後５年未満の者 

(6) 中小企業の会社で、事業を継続しつつ、新たに設置

された会社であって、設立後５年未満の者 

２ 市内に１年以上居住していること（法人の場合は、代表

者が市内に１年以上居住していること） 

運転 

資金 

１中小企業者 

運転資金、設備資金 

併せて 

１,０００万円以内 

５年以内 

（据置期間 

６ヶ月以内） 

３年以内 年２．５％ 

３年超～５年以内 年２．７％ 

設備 

資金 

７年以内 

（据置期間 

１２ヶ月以内） 

３年以内 年２．５％ 

３年超～５年以内 年２．７％ 

５年超～７年以内 年３．０％ 

 

注意 

１ 既に融資を受けている資金と同じ種類について、更に融資を受ける場合は、その資金の限度額から償

還が完了していない額を減じて得た額以内とする（独立開業資金、創業支援資金を除く。）。 

２ 同じ種類の資金で更に融資を受ける場合、一時的に限度額を超えて、融資を受けることができる。こ

の場合、融資を受けた時点で既に融資を受けていた資金は、一括償還するものとする（独立開業資金、

創業支援資金を除く。また、同一金融機関に限る。）。 

３ 設備資金で自動車を購入する場合は、原則として乗用車（３ナンバー・５ナンバー）は利用不可とする（貨

物自動車（１ナンバー・４ナンバー）・特殊用途自動車等については、誓約書等の提出のうえ利用可能。）。 

４ 融資を受けた者が、市内で事業を行わなくなったときは、融資した事業資金の残高分を一括償還する

ものとする。 

 

東金市中小企業退職金共済加入促進補助金のご案内 

東金市では、中小企業者の退職金共済制度への加入を推進するため、勤労者退職金共済機構

が行う「中小企業退職金共済制度」、又は特定退職金共済団体が行う「特定退職金共済制度」

に加入している中小企業者に対し、共済掛金の一部を補助しています。 

詳しくは、東金市商工観光課ホームページ又はお電話（０４７５（５０）１１５５）にてお

問い合わせください。 

 


